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⾼齢者１⼈当たりの介護費の地域差は最⼤で４倍 
〜無料アプリ「あなたの街の介護が⾒える」も開発〜 

 

⽇本の介護保険制度が 2000 年に導⼊されてから約 20 年がたちました。この間、介護費の地域差が
指摘されてきました。介護サービスを公平かつ効率的に提供するためには、より最近のデータでその
程度を把握し、関連する要因は何かを検討することが求められています。 

本研究では、⼀般公開されている 2019 年度の「介護保険事業状況報告」と「社会・⼈⼝統計体系」
のデータを⽤い、⾃治体（市区町村）における⾼齢者１⼈当たりの年間介護費の地域差を把握し、その
差を説明できる要因を解析しました。 

解析対象となった 1460 ⾃治体で、⾼齢者１⼈当たり年間介護費は約 13 万円〜55 万円（最⼤/最⼩
⽐ 4.1 倍）でした。⾃治体ごとの年齢・性別の分布を統計学的に調整後も、最⼤/最⼩⽐は 3.6 倍と⼤
きな地域差がありました。さらに、地域差を説明できる要因としては、⾃治体における要介護認定率及
び重度要介護者の割合の⾼さの説明率が⾼いことが明らかになりました。 

本研究の結果を基に、介護費の⾼い⾃治体においては、介護予防対策などを実施して要介護認定率
や重度要介護者の割合を改善し、それが介護費低下につながるかを検証していくことが望まれます。 

本研究と並⾏し、筑波⼤学ヘルスサービス開発研究センターは、無料アプリ「あなたの街の介護が⾒
える」を開発、公開（https://longtermcare.md.tsukuba.ac.jp/）しました。本研究で収集・整理し
た⼀般公開情報を⽤い、各市区町村の住⺠や⾏政担当者が介護に関する統計を簡便、迅速に確認でき
るようにしたものです。開発に際し、筑波⼤学発ベンチャー・輝⽇株式会社の協⼒を得ました。 
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 研究の背景  
⽇本の介護保険制度は、2000 年に導⼊されてから約 20 年がたちました。利⽤者本位の介護サービス

を、所得によらず公平かつ効率的に提供するために構築されたものです。基本的に介護費の１割を利⽤者
が負担し、残りは介護保険料と公費（税⾦）で半分ずつ賄われています。公費の 1/4 は市区町村が負担し
ており、地域のニーズによって⾃治体の財政にかかる負担は異なることになります。 

以前から⾃治体間の介護費の地域差は指摘されてきましたが、より最近のデータで地域差の程度を把
握することが重要です。また、その地域差に関連する要因について、これまで⼗分な検討は⾏われていま
せんでした。 
 
 研究内容と成果  

本 研 究 で は 、 ⼀ 般 公 開 さ れ て い る 2019 年 度 の 「 介 護 保 険 事 業 状 況 報 告 」（ https://www.e-
stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450351&tstat=000001031648）と「社会・⼈⼝統計体
系」（https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200502）のデータ⽤いました。⾃治体
（市区町村）別の⾼齢者１⼈当たりの年間介護費の地域差の現状を把握し、さらに地域差を説明できる要
因を明らかにすることを⽬的としています。 

⾃治体別の⾼齢者１⼈当たりの年間介護費は、その⾃治体の介護費総額を 65 歳以上の⾼齢者の数で割
って算出しました。さらに、地域差を説明し得る要因として、上述の公開データの中から、需要（demand）
に関する項⽬（⾃治体の年齢構成、性別構成、要介護度の内訳、要介護認定率）、供給 (supply)に関する
項⽬（⾃治体の介護施設ベッド数、介護従事者数、要介護認定者の中のサービス利⽤者割合）、構造
（structure）に関する項⽬（財政⼒指数および失業率）を選出しました。多変量線形回帰分析注 1)による
Shapley アプロ―チと呼ばれる⼿法を⽤いて、各項⽬の地域差（分散）が介護費の地域差（分散）を説明
できる割合（Shapley %R2）を計算しました。 

⼩規模（⼈⼝が 2000 ⼈未満）の⾃治体や複数の市町村が集まった「連合(union)」を除き、最終的に解
析に含まれた 1460 ⾃治体において、⾼齢者１⼈当たりの年間介護費は、約 13 万円〜55 万円（最⼤/最
⼩⽐ 4.1 倍）であり、⼤きな地域差があることが明らかになりました（参考図）。⾃治体ごとの年齢・性
別の分布を統計学的に調整しても、最⼤/最⼩⽐は 3.6 倍であり、年齢・性別だけでは説明できない⼤き
な地域差があると考えられました。 

⼀⽅、多変量線形回帰分析の結果、上述の選択項⽬により⾃治体間の介護費の分散の 84%を説明する
ことができました。特に、需要要因の説明⼒が著しく⾼く（Shapley %R2 の合計値 85.7％）、中でも⾃治
体における要介護認定率（Shapley %R2 22.8％）及び重度（要介護度 3〜5）の要介護者の割合の⾼さ
（Shapley %R2 32.7％）が、介護費の地域差の多くを説明できることが明らかになりました。 
 

 今後の展開  
本研究では、⼀般公開されている最新の公的統計データを⽤い、⾼齢者１⼈当たりの介護費には（年

齢・性別を統計学的に調整しても）⼤きな地域差があることを確認しました。さらに、その⼤部分を需要
要因（特に、⾃治体の要介護認定率および重度要介護者の割合の⾼さ）が説明できることを明らかにしま
した。本研究の結果を基に、介護費の⾼い⾃治体において、介護予防などの対策を進めて要介護認定率や
重度要介護者の割合などの指標を改善することにより、最終的に介護費を下げることができるかを検証
していくことが望まれます。 
  



 
 

【無料アプリ「あなたの街の介護が⾒える」の開発・リリースについて】 
 論⽂発表と並⾏し、筑波⼤学ヘルスサービス開発研究センターは、各市区町村の住⺠や⾏政担当者が
介護に関する統計をすぐに確認できる無料アプリ「あなたの街の介護が⾒える」を開発し、公開しました
（https://longtermcare.md.tsukuba.ac.jp/）。本研究にあたって収集・整理した⼀般公開情報を⽤いた
もので、筑波⼤学発ベンチャーである輝⽇株式会社の協⼒を得ました。⾃治体の介護の実態を把握し、介
護負担を減らすための議論のきっかけとなることを期待しています（図２）。 
 
 参考図  

図１：介護費の地域差（論⽂の Figure 1(a)より引⽤改変） 
注１：解析対象となった 1460 ⾃治体を（292 ⾃治体ずつ）５等分し⾊分けした。 
注２：介護保険広域連合に含まれている 219 市町村および⼩規模の市町村。 
注３：沖縄を左上に移動した地図である。 



 
 

図 ２ ： 無 料 ア プ リ 「 あ な た の 街 の 介 護 が ⾒ え る 」 の フ ロ ン ト ペ ー ジ
（https://longtermcare.md.tsukuba.ac.jp/） 
 
 ⽤語説明  
注１） 多変量線形回帰分析 複数の予測変数（本研究では⾃治体の年齢構成、性別構成、要介護度の内

訳、要介護認定率、⾃治体の介護施設ベッド数、介護従事者数、要介護認定者の中のサービス利
⽤者割合、財政⼒指数、失業率）からアウトカム（本研究では⾃治体別の⾼齢者１⼈当たりの年
間介護費）を線形関係として最もよく表す数式を作成すること。 
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